平成２４年度　第２回

広島市国民健康保険運営協議会

議　 事 　録

広島市健康福祉局保険年金課

日　　時　　　平成２５年２月７日（木）　　午後２時００分～午後４時１５分
場　　所　　　広島市役所 １４階第７会議室
出席委員　　　林委員、平本委員、曽爾委員、松岡委員、熊谷委員、永野委員、小田委員、松本委員、都留委員、向井委員、小林委員　以上１１名
欠席委員　　　植田委員、藤井委員、吉岡委員
事務局　　　健康福祉局長、健康福祉局次長、保険年金課長、保健指導担当課長、課長補佐(事)管理係長、課長補佐（事）保険係長、課長補佐(事)保健予防・指導係長、主幹、主査

 以上９名

平成２４年度　第２回広島市国民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　
森川課長　　ただいまから、平成24年度第2回広島市国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。委員の皆様方におかれましては、ご多忙中のところご出席いただきまして誠にありがとうございます。開会に先立ちまして、健康福祉局長から挨拶申し上げます。
糸山局長　　あらためまして皆さんこんにちは。健康福祉局長の糸山と申します。本日は、大変お忙しい中ご出席いただきまして誠にありがとうございます。

　今回、委員改選後の初めての運営協議会ということでご挨拶申し上げます。このたびの改選で、新たに小田委員と曽爾委員にご就任いただきました。ぜひよろしくお願いいたします。また、12名の委員の方にも引き続いての就任をご快諾いただきました。引き続きよろしくお願いいたします。

　さて、皆様方ご承知のとおり、国民健康保険事業については、一つは高齢化によって医療費が増える一方で支払う側は厳しい経済情勢の中で所得は伸びない、あるいは減るという状況で年々負担が重くなるという現実がございますし、一方で、公費の負担、これは国民の税による負担ですが、そちらも年々増加しているという状況です。これからまだまだ高齢化が進むという中で、制度を持続可能なものにしていくには本当にどうしていくのかを真剣に考えていかなければならない状況にあると認識しております。また、国保の動きとしてはご承知かもしれませんが、財政基盤が非常に弱い小さな市や町においては大変運営が厳しくなっているということで、今、都道府県単位の広域化ということで安定的な運営をしていこうではないかという動きもございます。国民健康保険については大きな課題が山積しておりまして、この協議会の場も含めて様々な立場からのご意見をお聴きしながら、問題解決に向けて着実に進めていきたいと思っております。
　本日は、来週から始まります市議会で予算審査がありますが、それに先立ちまして来年度の国民健康保険事業特別会計の予算案をご説明するのと、あわせて、第2期特定健康診査等の実施計画の素案についてもご説明することにしております。委員の皆様方には、国民健康保険事業が少しでもよい方向に進んでいけるよう、どうぞ忌憚のないご意見を賜われば幸いに思っております。どうぞよろしくお願いします。
森川課長　　それでは、今回、委員の選任替えがありましたので、全委員の方と事務局の紹介をさせていただきます。それでは、委員さんをご紹介させていただきます。

　最初に、被保険者代表の方々をご紹介させていただきます。林委員さんですが遅れていらっしゃいますので、次に平本委員さんでございます。
平本委員　　平本でございます。よろしくお願いします。

森川課長　　曽爾委員さんでございます。

　
曽爾委員　　曽爾でございます。このたび初めて、公募により委員に就任いたしました。よろしくお願いします。

森川課長　　次に、保険医・保険薬剤師代表の方々です。松岡委員さんでございます。

松岡委員　　松岡でございます。よろしくお願いします。
森川課長　　熊谷委員さんでございます。

熊谷委員　　熊谷です。よろしくお願いします。
森川課長　　次に、公益代表の方々をご紹介させていただきます。松本委員さんでございます。

松本委員　　松本です。よろしくお願いします。

森川課長　　失礼しました。保険医・保険薬剤師代表の方で、永野委員さんでございます。

永野委員　　永野でございます。よろしくお願いします。
森川課長　　公益代表の方で、都留委員さんでございます。

都留委員　　都留でございます。よろしくお願いします。
森川課長　　最後に被用者保険等保険者代表の方々でございます。向井委員さんでございます。

向井委員　　向井です。よろしくお願いします。
森川課長　　小林委員さんでございます。

　

小林委員　　小林です。よろしくお願いします。
森川課長　　なお、被保険者代表の植田委員さん、保険医・保険薬剤師代表の藤井委員さん、公益代表の吉岡委員さんはご都合により欠席でございます。また、今回、新たに就任されました公益代表の小田委員さんは少し遅れてお見えになるとのことでございます。
　次に、事務局職員の紹介をさせていただきます。

原田次長　　健康福祉局次長の原田でございます。よろしくお願いいたします。
松田課長　　保健指導担当課長の松田でございます。よろしくお願いいたします。
森川課長　　保険年金課長の森川と申します。よろしくお願いいたします。以上で委員並びに事務局職員の紹介を終わります。
　次に、今回、新たに正・副会長の選出を行うこととなっておりますが、その議事進行役として、仮議長をお決めいただく必要がございます。慣例によりまして、仮議長は委員歴の長い永野委員さんにお願いしたいと考えていますが、よろしいでしょうか。
（拍手あり）
森川課長　　ありがとうございます。それでは永野委員さん、よろしくお願いいたします。
永野委員　　ご指名をいただきました永野です。しばらくの間、仮議長を務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。本日の協議会は、委員定数14名中、現在のところ9名の出席でございます。委員定数の半数以上の委員が出席ということで、広島市国民健康保険規則第4条により定足数を満たしておりますので本日の会議は成立いたしました。本日の議題は資料のとおりでございますが、さっそく議題審議に入りたいと思います。なお、傍聴人の方には、お手元にお配りしております傍聴要領によりまして、静かに傍聴いただきますようお願いします。

　それでは、議事1の会長・副会長の選任を行いたいと思います。ご参考の資料の中に、広島市国民健康保険規則第1条、国民健康保険運営協議会は会長のほか副会長を1人置き、公益を代表する委員のうちから全委員がこれを選挙することになっていますが、いかがいたしましょうか。事務局から何か案があれば、いかがでしょうか。
森川課長　　それでは、選挙ということにはなっておりますけれども、これまでも協議で決めておりますので、引き続き会長は都留委員さんに、副会長は吉岡委員さんにお願いしてはどうかと考えています。なお、吉岡委員さんにおかれましては、本日、所用のためにご欠席でございますが、今回の会議の結果を事務局からご報告して了解を得たいと考えております。お願いいたします。
永野委員　　他の委員さんからご意見がありましたらうかがいますが。よろしいですか。それでは、吉岡委員さんはご了解を得ているものとしてよろしいでしょうか。
森川課長　　はい。
永野委員　　それでは、他にご意見がないようですので、引き続いて会長は都留委員さんに、また副会長は吉岡委員さんにお願いするということで決定したいと思いますが、よろしいでしょうか。

（異議なしの声、拍手）

永野委員　　ありがとうございます。それでは、今、申し上げたとおりで決定したいと思います。会長さんが決まりましたので、これからの議事進行は会長にお願いすることとして、仮議長の任を降ります。ありがとうございました。
都留会長　　都留でございます。微力ですが会長を務めさせていただきます。皆様方のご協力のお陰で前回も滞りなく議事を進めることができましたので、今後ともよろしくお願いいたします。

　それでは、本日は、議事2の「平成25年度広島市国民健康保険事業概要（案）」について、また、議事3の「第2期特定健康診査等実施計画（案）の概要」について審議をお願いいたします。お忙しい皆様がお集まりですので、極力、午後3時半ごろまでには終了したいと思いますが、もちろん活発なご意見を出していただくようお願いします。また、事務局の説明も簡潔にお願いします。

　それでは「平成25年度広島市国民健康保険事業概要（案）」について、事務局の説明をお願いいたします。
森川課長　　それでは、資料１の事業概要をお出しください。まず1ページをご覧ください。

　最初に、平成25年度における制度改正などについてご説明します。(1)特定世帯に係る国民健康保険料の軽減特例措置の延長等です。これは、後期高齢者医療制度が平成20年度に始まりまして、その際の保険料の特例措置が平成24年度までとなっていることから、延長などの措置が行われるものです。

　一つ目は、保険料の軽減を受けている世帯について、従前と同様の軽減措置を受けることができるよう、後期高齢者医療保険への移行によって国保を脱退した人を含めて軽減対象基準額を算定するという措置を恒久化するものです。

　二つ目は、後期高齢者医療保険への移行により単身世帯になる人について、世帯別平等割額を2分の1にするという措置について、軽減割合を4分の1として3年間延長するものです。なお、これらの措置を規定する政令はまだ改正されていませんが、今年度末までに改正される予定です。
　次に、(2)は70歳から74歳までの被保険者に係る医療費の一部負担割合を軽減する特例措置を延長するというものです。

　次に(3)の新規事業・事業の見直しということで、一点目は平成26年度の稼働に向けて国民健康保険事務システムの再構築に取り組んでおります。25年度も引き続き構築業務に取り組みます。
　次に、国民健康保険における一部負担金減免制度の見直しについてです。こちらは見直しの内容の詳細が決まりましたので、今、お配りしましたＡ４の資料で説明させていただきます。

　まず、制度の概要ですが、災害、事業の休廃止、失業等により生活が著しく困難になった場合に、入院及び外来にかかる一部負担金を免除または減額するものです。減免範囲は平均実収月額が生活保護基準額の130％以下の世帯を対象としており、減額免除の基準は記載のとおりです。減免期間は3か月を限度としていますが、再申請も認めております。

　2の見直しの理由ですが、(1)は入院時の減免判定における問題です。減免判定は生活保護基準額を使っていますが、生活保護制度では、食費や光熱水費が医療扶助の一部として直接医療機関に支払われることから、入院時の生活保護基準額が通院時に比べて低額となります。そのため、現行の判定基準では、通院時に減免を受けた人が、入院した途端に減免対象から外れるケースが生じており、本制度の趣旨に沿っていないことが見直しの理由です。
　次に、(2)適用事由及び期間の問題です。国の通知では、事業休廃止、失業等により生活が著しく困難になったことを要件にしています。さらに、平成22年9月に改正された通知では、減免期間は3か月を標準にすること、療養期間が長期に及ぶ場合は必要に応じて生活保護の相談等、適切な福祉施策の利用が可能となるよう、生活保護担当など福祉部局との連携を図ることが示されました。そうした中、本市においては国の要件に該当しなくとも一部負担金を支払うことが困難であれば対象とし、かつ、減免期間も制限していないことから、平成23年度の利用状況を見てみると、6か月を超えているものが約5割となるなど長期利用が常態化し、減免の件数、金額とも政令市の中で最も多くなっています。

　こうした状況を踏まえて検討した結果、3の見直しの概要ですが、まず、入院時の減免判定基準の見直しですが、同じ収入状況であれば、通院、入院にかかわらず減免を受けられるよう、入院時の減免判定基準を在宅時と同一の基準にします。次に、適用事由、期間等に係る運用の厳格化です。恒常的な生活困窮に係る適用を廃止するとともに適用期間の上限を6か月間とします。

　(2)の適用時期ですが、平成25年度以降に新規申請を行う者について適用します。
　(3)の経過措置ですが、慢性疾患などにより比較的最近において本制度を利用したことがある世帯については、家計への負担に激変が生じるため、今後の生活設計について検討する期間が必要なことに配慮するため経過措置を行うこととしました。その内容ですが、平成25年4月1日前2年間において本制度を利用したことのある世帯を対象として、平成26年12月までは従来どおりの取扱にするというものです。この経過措置の間1年9か月間に、区役所生活課等において制度利用世帯の収入や財産など生活の実情をきちんとお聞きし、生活保護を含めて適切な福祉制度の利用ができるよう関係課と連携しながらきめ細かく相談に応じていくこととしています。

　次に、平成25年度の制度改正ではございませんので資料には載せておりませんが、今後、本市の国保運営に大きく関わる動きが二点ございますので説明させていただきます。

　一点目は保険料の算定方式の変更です。こちらは政令改正されておりまして、現在は住民税を基に算定する住民税方式ですが、平成26年度から所得を基に算定する旧ただし書方式に変更します。算定方式の変更によって保険料に変動があることが想定されますので、来年度は、本協議会に影響額やそれに対する具体的な対応策をお示ししてご意見を伺いたいと考えています。
　二点目は、先ほどの局長のあいさつでもありましたように国保の広域化に向けての動きです。本県では、平成22年7月に、県内市町等で構成する広域化等連携会議が設置され広域化に向けた環境整備に向けて取り組み始めたところですが、今年度は、本市を含む8市町と国保連合会及び県からなる作業部会が設置され、平成27年度から拡充されることになっております保険財政共同安定化事業の拠出方法や実施時期などについて協議しているところです。広域化することで本市の国保にも被保険者にも影響を及ぼすことが考えられることから、今後とも国の動向を踏まえて、県や市町と十分に協議・調整を行っていきたいと考えております。
　それでは資料1にお戻りいただき、2ページをご覧ください。ここからは平成25年度の予算を組むにあたっての基礎数値などについて説明させていただきます。

　まず、2の被保険者数と被保険者世帯数でございます。どちらも3月から翌年2月までを見込んだものです。被保険者数は平成25年度の見込みは28万4,991人で、平成24年度当初予算に対して1.4％減となっています。特に、退職被保険者数が12.5％減と大幅な減となっていますが、これは24年度当初予算の見込みが多すぎたためです。一般被保険者数は平成22年度以降減少傾向にあります。次に、被保険者世帯数でございます。平成25年度の見込みは17万900世帯で平成24年度に比べ0.4％減、最近の状況としては、ほぼ横ばいか減少傾向で推移しております。

　3ページは保険給付です。(1)の療養の給付ですが、医療費総額は、診療、調剤、入院時食事療養費等にかかる総額の費用で、1人当たり医療費は、この医療費総額を年間の平均被保険者数で除した額です。総額は各年度3月診療分から2月診療分としています。平成25年度の医療費総額は1,099億6,517万円で、24年度予算に対しては伸びはなく、決算見込みからは2.3％増となっています。1人当たり医療費は38万5,855円で、24年度当初予算に対して1.4％増、決算見込みからは2.5％増となっています。
　次に、(2)の療養費、高額療養費等の支給です。平成25年度当初予算の額は過去の伸び率等によって推計しています。25年度の療養費、高額療養費は24年度に対して増となっていますが、出産育児一時金、葬祭費は減となっています。

　4ページをご覧ください。ここからは保険料です。保険料は、医療分、支援分、介護分に分かれていますが、まず医療分は、平成24年度に対して2.5％増となっています。これは先ほど医療費の所で説明しましたが、1人当たり医療費が25年度においては決算見込みに対して2.5％増となる見込みですので、これまでと同様に保険料についても2.5％増としているものです。

　(2)の支援分と(3)の介護分は国から単価が示されております。支援分については5.7％増、介護分については9.6％増となっています。

　この額をお示ししても、なかなか1人当たりの保険料がどうなるのか見えない所があるのですが、実際に保険料率を設定するときは、直近の医療費と直近の被保険者数で見込みを変えて試算しますので、今、保険料額をお出しすることはできません。参考として平成24年度と比較する数値としては、医療分と支援分を合わせて予算編成時のアップ率を比べると、24年度は3.3％アップでしたが、25年度は3.2％アップで、ほぼ同率という状況です。

　5ページをご覧ください。ここからは保健事業ですが、(1)の特定健康診査・特定保健指導につきましては次の議題で実施計画を出していますので、実施率や平成25年度の取組も含めて後ほど説明させていただきます。

　次に6ページの(2)は1日人間ドック検診費用の助成です。ウの実施見込みをご覧ください。平成24年度決算見込みから平成25年度を推計しまして、受診者数は979人、助成総額は2,321万9千円としています。

　次に(3)ははりきゅう施術費の助成です。こちらも24年度の決算見込みから25年度を推計しまして助成件数は7万8,807件、助成総額は5,516万5千円としています。
　7ページをご覧ください。こちらは平成25年度の国民健康保険事業特別会計予算案として来週の市議会で審議されるものです。歳入予算は、主に保険料が24％を占めておりまして、国庫支出金は22％、前期高齢者交付金が28.7％、共同事業交付金が10.1％、主にこれらで構成されています。

　8ページの歳出予算をご覧ください。保険給付費の中で療養給付費が62.8％を占めています。今回、歳出で増額となっていますのは療養給付費、療養費、高額療養費、後期高齢者支援金、介護納付金などが増額となっていますが、一方で減額となっていますのが共同事業拠出金、これは県内市町で行っている共同事業の拠出金ですが、平成24年度に比べ15億円余り減としています。これは、これまでの見込みが過大だったということで見直しまして15億円余り減としたものです。

　こうしたことから、平成25年度予算総額は平成24年度とほぼ同規模の1,282億3,794万3千円となっています。以上で説明を終わりますが、お手元に平成24年度版の広島市の国民健康保険事業概要と国民健康保険制度を解説した冊子をお配りしておりますので、参考資料としてご活用いただきたいと思います。

　
都留会長　　ただ今のご説明に対してご質疑、ご意見がありましたらお願いします。
松岡委員　　3ページの保険給付の1の療養の給付ですが、1人当たりの医療費が平成24年度は当初予算が38万円で、決算見込みが37万6千円、当初予算よりも下がっている状況にもかかわらず、平成25年度予算を24年度当初予算よりも高めに設定しているのは、どういう理由によるものなのかと思っているんですが。
森川課長　　これは推計の方法ですが、24年度の決算見込みは11月末時点までの被保険者数と、9月診療分までの医療費実績を基に見込んでおります。それに伸び率を掛けて見込んでいます。平成25年度予算においても、24年度の決算見込みから1人当たりの医療費を見込み、過去の伸び率を加味して行ったものです。
松岡委員　　10月、11月、12月も上がるだろうということを想定しているということですか。
森川課長　　伸び率も過去の伸び率をみながら推計しているという状況です。
曽爾委員　　国民健康保険の会計の仕組みが、初めてなのでよくわからないので教えて欲しいのですが、共同事業交付金と共同事業拠出金が同額になってますけれども、これはどういう仕組みなのでしょうか。
森川課長　　7ページの一番下の所の共同事業交付金で説明をしたいと思います。まず交付金はどういうものかということですが、小さな市町の場合には、高額な医療費が発生すると財政負担が大きいということで、県内の市町が拠出金を出し合って、その拠出金を財源として、実際にかかった医療費を交付金として出すというものです。今はすべての医療費ということではなくて1件30万円を超え80万円以下の医療費を対象とする保険財政安定化事業と、1件80万円を超える医療費を対象とする高額医療費共同事業交付金、これを合わせて共同事業交付金として歳入予算を組んでいます。予算を組む時には医療費として同額が必要となるため、歳出にも同額を計上しています。
向井委員　　9ページですが、まず、そこにあるように保険料そのものは24％なんですよね。国からもらうのが22％で、我々保険者が払っているのが28％、だから協会けんぽや組合健保、共済、そこが大赤字になっているのはこれが非常に大きいわけですよね。協会全体で言えば、来年は約1兆4,000億円払うようになるんです。700億円ぐらい増えるんですが、そんな中で、そこをどうにかして欲しいというのが我々にはあるんですよね。これは国民会議の議論を待つんですが、この事業計画がないから、一番多い療養給付費がどのように削減されるのか、25年度はどういう形で、例えばジェネリックを使うのか、こういうことをやるとかが見えない中で数字だけ出されてこうですよと言われてもまったく審議のしようがない。それはやはり我々が28％を出しているわけですから、そこに対する説明責任がいるのではないかと思うんですよね。何をもって審議をしろと言うのかよくわからないわけです。そこの所はぜひ、事業計画はまだないのかもしれませんが、やはり、なんとなくおかしいと特に私は思いますよね。
　どこでもそうなんですが、我々が出すときに、被保険者に保険料をお願いするときに、広島支部だったらこんなことをしますよと。例えば重症化予防をやりますよとか、50％だったのが60％にしますよとか、そのためにこうしますという事業計画を出して、当然ながら我々だけではなくて、保険料を払っている人にもう少し頻回受診を辞めなさいとか言いながらやってるわけです。その辺がどうなのか、詳しいことはいいんですが、例えば、去年よりも新しいことをやるつもりなのかどうか、そういうことを教えてほしいのと、毎回言いますが、はりきゅうに対してなんで35回も出すのか。それでなくても足らないわけですからね、こんなものは削って少しでも保険料率を上げないような形にするのが真っ当な考え方だと思いますので、ぜひ教えていただきたい。
森川課長　　今、仰るとおりで、確かに医療費削減に向けてどう取り組むのかはこちらには掲載しておりません。できれば次回からは、そういったこともこの中に掲載したいと思います。今年度からジェネリック医薬品の差額通知を開始しております。今年度は65歳以上の方を対象として10月から12月まで3回送付したという状況で、来年度も引き続き、できれば年齢層を変えたり回数も増やしたりということで、予算要求はしておりますが、できれば6回くらいを目標にと思っています。それから、以前から行っている取組ですが、レセプトから重複頻回されている状況がわかる方については保健師が訪問指導を行っています。嘱託の保健師が1人ですので、回ることができる範囲は限られていますが、1か月に30件程度は行っております。そういった取組みは引き続き行っていこうと考えています。それから、はりきゅうの施術券は、広島市は昭和42年度から規則で定めて開始してやっているものです。この目的は、病気になる前に健康を保持増進することを目的に行っているもので、何でもいいというのではなくて、規則でも運動器疾患や末梢神経疾患で施術することを規定しておりまして、ただ、今後この事業をどうしていくかということについては、他都市の状況など考慮し、42年から実施している状況や経緯を調べまして今後の検討課題にしたいと思っております。
向井委員　　なぜこんなこと言ったかと言いますと、今は強烈に柔整などが非常に伸びているわけですよね。今回、我々の審査会と国保の審査会が同じような目線で見ようということで基準を合わせているわけですよね。非常に不正が多いわけですね。そういう面から言いますと、本当に使われているのかを調べたことがあるのかどうか、多分ないと思います。あれば、単に肩が痛いとかいうことでやっているのがいっぱいあると思うんですよね。その辺はエビデンスを持ってしっかりやってもらわないと、ただ42年からやっているというだけでは非常に心外であると私は思っています。

森川課長　　確かに、この施術券だけではなくて、向井委員が仰るのは療養費として出しているものも国保連での審査の状況も含めて仰っているんだと思いますが、それについては政令市の会議などでもかなり問題になっていて話し合われていますので、良い取組があれば広島市としても今後も考えていきたいですし、協会けんぽさんとともに取り組めることは行っていきたいと考えています。
平本委員　　先ほど1ページの所で一部負担金の減免の話をされましたが、結論から言いますと私は反対です。というのは、Ａ４の資料を配布されましたが、見直し理由の適用事由及び期間の問題の所で、国の通知では、災害・事業休廃止・失業等により生活が著しく困難になったことを要件に適用するとされており、さらに平成22年9月に本通知が改正され、減免期間は3か月を標準にすることなどとともに、療養に要する期間が長期に及ぶ場合は必要に応じて生活保護の相談等適切な福祉施策の利用が可能となるよう生活保護担当など福祉部局との連携を図ることが示された。確かにこの通知が出ていますね。ただ、平成22年9月に出ているＱ＆Ａの中で厚労省はこのように言っています。市独自の基準を設けているが、今回の通知基準に合わせなければならないのかという問いに厚労省は、今回の基準より範囲が広い場合はこれを狭める必要はないというＱ＆Ａが出ていると思います。それから国会の参議院厚労委員会で、平成22年9月13日に取り上げられているんですが、厚労省の足立政務官は、国の基準は一つの最低限なもので上積みを行うのが望ましいと言っています。期間も、この資料には、使ってらっしゃる方は6か月と書いてあるんですが、狭める必要はないとの厚労省の答えであるのに、仮に適用が短期間に狭められると、バセドウ氏病、パーキンソン病、アルツハイマー病、がんの治療等、特に長期の治療が必要な患者には減免がなくなった後は自己負担となり、生活保護基準が44条の適用要件になってますので、貧困からさらなる貧困に突き落とされる。自己負担できなければ命の保持も困難となります。こういった理由から、この案については私は真正面から反対しますのでよろしくお願いします。このことについて各委員さんのお考えもお聞きしたいと思います。それと、広島市が非常に突出していると書いてあったんですが、東大阪市、政令指定都市ではないんですが、人口が広島市の約半分くらいですが、減免制度を利用している人は6倍ですよ。単に政令市で比べるのではなくて、他の都市を見ていただきたい。こうしたことは、悪くすると下に下に合わせていくということになる。国保の社会保障の基本からまったく外るというように解釈しますがいかがでしょうか。
都留会長　　今日いただいた冊子で言えば54ページですね、一部負担金減免状況ということで、23年度では2,564人、これでよろしいでしょうか。
森川課長　　世帯数では360世帯で人数では420人ということです。今の平本委員のご意見について説明させていただきます。本来、これは国民健康保険法で、特別な事由がある場合は一部負担金減免を、と規定されています。国の通知においても、さきほどの資料の制度概要の所にも書いてありますが、災害、失業、事業の休廃止により生活が著しく困難になった方にこの制度を適用します。ですから22年に国の通知が出たというのも、この事由を広げていいというものではなく、基準が示されてなかったので、広島市は生活保護基準130％以下の方までみていますが、国の基準でいえば生活保護基準以下で、それから預貯金などの基準も国は示していますが、その部分について広島市で制限をかけようというものではないです。本来の制度の趣旨を考えたときに、生活保護基準以下で恒久的な生活困窮の方については、本来、医療の補助だけでいいのか、生活全体を見直す必要があるのではないかということで、そういう方については経過措置期間を十分に設けまして丁寧に相談に乗っていきたいと考えています。先ほどの件数ですが、長期の利用は6か月を超えている方が5割で、今の資料で見ていただいたように360世帯ですので。件数としては2,564件ありますので長期利用の方が多いという状況です。

向井委員　　私は市の仰ることが正しいと言うのではありませんが当然だろうと思いますね。やはりなんでもかんでもですね、この財政が厳しいときに、例えば生活保護が見直されたり、もうこれはしょうがないという話がありますし、何かあればどこかが負担しないといけないんですよね。我々も28％負担して、特に協会けんぽの場合は中小零細なんですよね。だから生活保護よりも安い給料をもらって保険料を払って医療機関で3割を負担するという人もいっぱいいるわけですよね。そういう面から言うと、誰と比べるのかという話があって、我々から言えば一般常識から言えばこんなもんだろうと。全部が駄目だと言っているのではないですし、見直して6か月以上の人が本当に正当なのかどうかということをもう一回定規に当てはめてやられるんだと思うんですが、それが当たり前だと思うんで、そこで特殊なものが出ればそれはそれとして考えればいいわけで、なんでもかんでもそういう制度を作っておかしいというのは私はおかしいと思いますね。

都留会長　　他の委員の方、いかがでしょうか。
平本委員　　厚労省が出した通達ですよね、これが正論ではないかと思いますのでちょっと聞いてください。各地方自治体は国保の44条を実施していないところ多い。だから国もお金を出します。生活保護基準の100％だったと思うんですがね、国もお金を出しますから各地方自治体も44条をやってください。国が半分出しますからということで作られたとお聞きしています。全国の約半分ぐらいの地方自治体がこの44条をやってないのでこの通達が出たと聞いていますけど。そうした中で、また戻りますけれども、上積みを行うのが望ましく狭める必要はない。このことについてはどうなんでしょうか。向井さんはそのように仰いますけど、生活保護を受けるか一部負担金減免制度を受けるか、患者さんが選べるような状態、一部負担金減免制度が改悪されたから行きなさいではなくて、2つあって患者さんが選べるような状態があればいいじゃないですかというふうに私は思います。
向井委員　　私も良くわからないのであれですが、最初はやってない市が多かったと、だから、それをやりなさいということだったら、もともとまったくやらない市があったのが、広島市はやってる以上の優遇をしているということでしょ。それを元に戻すのが当たり前だと思うので、それがなぜおかしいのかが良くわからないわけです。やってない所に対してやれと、それか、やっている所はやめなさいという話なら別なんですが、基準が110％ですかね、そこから言えばまだ優遇されている世界から言えば、それを下げるだけのことがなんで悪いのかなというのが率直な意見ですね。
原田次長　　ちょっと説明させていただきたいと思います。先ほど、国会答弁で足立政務官が自治体が独自にやる分は良いことだと、確かにそういう答弁をされています。一方で、恒常的に収入が少ないという世帯が増え続けていると。こうした方々も減免の対象とすべきではありませんかという質問がありました。それに対して足立政務官は、恒常的な低所得者も対象とすべきではないかということについては、これは生活保護の関係、あるいは福祉的意味合いが非常に強くなってくる。いろいろ答弁があるんですが、結局、医療保険の中だけでは済まない部分が出てくるのではないかということで、今回、広島市が見直そうとするのは、恒常的な低所得者をこの制度でずっと救うという部分は見直そうとしておりまして、これは同じ制度を広めようとしたときの政府の考え方と一致するものです。やはり、恒常的な低所得の方については、一部負担金だけではなくて生活全般についてのケアが必要だということで他の福祉の制度で対応すべきだと。端的に言えば必要であれば生活保護で対応すべきという考え方でございます。

都留会長　　他にございませんか。ただ、生活保護にもいろんな問題がありますが、生活保護よりも医療保険制度の中で減免した方が肩身が狭くないというか、そういう意見もございますよね。なかなか受けにくいと。だから、そのことも含めてもう一点、向井委員のご指摘に28％も他の制度からという話が出ましたが、ただ国保の場合は並列的な制度ではないですよね。他の制度を辞められた方がみんな来ていると、それから非正規の人で事業主負担のない方もいらっしゃるので、必ずしも並列的な制度として他の制度から援助を受けているという考えではいかないと思うんです。もちろん他の制度の赤字がもの凄いというのは、国保などが特に減ってきたからご無理を願っているという所があると思うんです。そのような点も含めて検討していかなければならないと思うんですけれども。
向井委員　　それは国民会議でやっているのでここでやってもしょうがないですけれども、少なくとも認識は、少なくとも、例えば組合が解散した場合は、協会けんぽは強制加入ですから逃げようがないんですよ。それと同じなんですよね。国保も協会けんぽも一緒なんですよ。実際に協会けんぽで働いて保険料を払って3割を払っている人の方が、もっと生活保護よりも悪い人もいっぱいいるわけですよ。やはり、ある程度のことを考えないと、会長が仰るように生活保護は受けにくいからこっちに来るのはまったく間違いで、そんなことがあるとしたら我々医療保険者としてはそんなことをしてもらっては困ると。当然ながら医療のことは医療でやっていただきたいと思っています。

原田次長　　生活保護のことが出ましたが、一部負担金減免を受けられなかった方が大量に生活保護に回るかと言いますと、生活保護は収入だけでなくて貯金がある程度あればまずはそれを使ってくださいとか、他の資産があればそれを活用してくださいというのが生活保護の考え方です。今までいろんなご意見をうかがう中でも、生活保護と言われるけれども、自宅をリバースモーゲッジというか自宅を手放さなければならないのではないかとか、実際に住んでいる自宅であれば保護担当と相談してもらわないといけないわけですが最終的には手放す必要もあるかもしれません。ただ、資産を持ちながら皆さんの保険料で医療の減免を受けるというのは、短期間であればそんなに問題はなく、また元気になって働くということになるのですが、ずっと長期に渡ってそれを行うのは保険制度の枠から外れるのではないか、というのが我々の考え方です。
都留会長　　今のお考えは分かりましたが、入院と通院の割合はどれくらいなんでしょうか。なぜかと言いますと、この話は病院の運営にも関わることですよね。
森川課長　　これは平成23年度の実績ですが、入院が24％で外来が76％です。

都留会長　　ということはあまり重病の方ではなくて、ということですよね。

森川課長　　病状まではわかりませんが、外来で大丈夫という方が8割近いという状況です。
松岡委員　　今の数は件数ですか総額ですか。

森川課長　　件数です。
都留会長　　先ほど、財政の問題でも収入の問題だけではなくて、医療やアクセスの問題、それと特定健診もそうですが、病気の重症化が進んだりとかいうことも考えないといけないと思うんですよね、医療費の問題を考えるときは。これは後の特定健診の所でもご意見を戦わせないといけませんが、病気を防ぐということですから、重症化を防ぐという所で医療費を上げないということを考えないといけないと思います。いかがでしょうか。
小林委員　　中国しんきんの小林と申します。私どもは信用金庫の関係の健康保険組合です。先ほど向井委員からも大きな数字で言われたので、ちょっと私どもの今の状況を説明させていただきたいと思います。健康保険組合は1,450弱ぐらい全国にあります。広島市に23ほどあるんですけれども、私どもは規模的には被保険者は6,300人弱、扶養者を含めて1万2,000人くらいの小さい健康保険組合ということで、保険料は年間26億円を集めています。それに今持っているお金を継ぎ足して30億円くらいで1年間の保険を運用しています。そんな中で、前期、後期、退職者医療にいくら出しているかというと13億円です。ということは44％を超えて30億のうちの13億円、集めている保険料の半分の13億を出していると。それから私どもの被保険者や被扶養者が支払基金を通じて払っているお金、給付費を含めると15億円。ということは、あとの1億円ちょっとで保健事業を運営しているという状況です。ですから、国民皆保険、医療を受ける権利はみな平等ですから、協会けんぽだろうが健康保険組合だろうが国民健康保険だろうがすべて平等で、私どもも当然、20年から始まった後期高齢者医療制度に被保険者が出てますから、当然負担しなければならないんですが限度があります。今のように、すでに半分ぐらい持っていかれるという状況になると、これから先をどう考えたらよいかということがあるんですね。
　国民健康保険も大変厳しい運営をされていて、広島市も相当の負担金を出されているんでしょうけれども、ちょっと話が逸れるかもわかりませんが、冊子の60ページに滞納処分の状況ということで、23年度は持ち直されて20.2％になって努力されているんですが、これも引き続き、ぜひともしっかり頑張っていただければと思っております。余談になりましたが、どこの制度も非常に厳しいと。ようやく去年、政府の税と社会保障の一体改革がまとまりまして、去年の11月末に1回目の会合、12月に1回、1月に1回、結論は8月末までに4つの制度に分けて、医療・年金・介護・子育ての結論が出るということですが、8月までといったらあと6か月しかないんですよ。終わりのころには参議員選挙と。とてもじゃないけど消費税をどう分配してどのように出すのか見えないところがあるんですよね。ちょっと余談になりましたが、やはり国民皆保険ということで、みんなが受ける権利は平等なものがありますから、それを維持するために協会けんぽさんも私どもも少しずつ力を出していって、全体としてこの医療制度を支えていかなければと思っておりますので、広島市さんもぜひとも滞納処分とか頑張っていただければと思っていますので、よろしくお願いいたします。
都留会長　　いかがでしょうか。

糸山局長　　一部負担金減免の話に戻ります。会長が仰ったことも含め全体としてどう考えているかおさらいも入ります。今回、我々が見直しをするのは、数字を課長は言いませんでしたが、一部負担金減免の額は広島市が1億円弱、政令市の中で2番目の京都市が2,400万円でしたかね、非常に突出している。突出しているのが悪いということではなくて、なぜそうなのかを見たときに、広島市では適用事由を一切問わない、低所得者であればずっといいですよという所が原因である。この制度を遡ってみると、国保の44条の減免、いわゆる保険制度における減免とすれば標準で3か月、一時的な減免としては制度減免を設けましょうという措置なので、国の通知も、我々の理解では慢性的な病気でずっと入院通院が必要で所得が低い方は、これを保険制度の減免でやり続けることは趣旨から外れるのではないか。ただ、これは福祉で救うべきである。その人たちがどうなってもいいということではありません。福祉で救う手立ては、一つは生活保護の制度があります。会長さんが仰ったように、例えば、今の世の中でいうと生活保護は肩身が狭いという気持ちがあるのはわかります。とはいえ我々が見直しにおいて絶対に避けるべきなのは、本来受けるべき治療をそれによって放棄することがあってはならないと考えています。
　そういう意味で今回経過措置として1年9か月、非常にイレギュラーなんですが、対象者はある程度わかっていますので、その間において個々の事情をお聞きし、あなたにはこの制度が適用にならなくなれば、どういう制度があって、こういう形での支援が受けられますよと、ぜひそれを使いながら継続治療が必要なものはやりましょうということを丁寧にやっていくということは、今回の見直しにあわせてやっていかなければいけない所ですが、そこは多分時間がかかります。
　先ほど次長が申しましたように、仮に生活保護に移行するとなると財産要件や資産要件が関わっていきます。そこは確かに、私も実際に長期に利用されている皆さんに直接お会いして声をお聞きしましたし、大変な状況の中で生活しておられるということもお聞きしました。そういう中で、ある種の心苦しさはありますが、やはり公的な費用でみるということであれば、この制度については保険制度でどこまでやるべきかということについては、趣旨は一時的利用であろうと。ただ、行政としてそこから外れる人をいろんな福祉制度につないでいくかは2年弱の時間をとってこまめに事情をお聞きして必要な医療が受けられないことがないような対応を丁寧にやっていきたいと思っております。
都留会長　　いかがでしょうか。
熊谷委員　　確かにこの減免制度を大幅に厳しい方向に見直すということは我々も非常に心苦しいので、なかなかそれに対していいですよとは言いにくいのですが、やはり行政の方からも説明があったように、やはり公的な制度としての整合性を保つのが原則ですので、その中でどうしていくかという中で、局長から、今回対象となる方々について個別に対応していただけるというお言葉がありましたので、このことをぜひよろしくお願いしたいのがまず一点。それと、この制度については非常に難しい選択になりますので、できれば説明を最初からきちんとしていただきたいのと、それに対する資料と説明が欲しいということを要望として申し上げておきます。この方向についてはやむを得ないというのが個人的な意見です。

都留会長　　広島市ではこれは何年からやっているのですか、歴史的に言うと。

森川課長　　はっきり何年度からというのはわかりませんが40年代当時からだと。
平本委員　　私が知っている限りでは昭和49年からできたと私の先輩から聞いています。その先輩は、この運動に携わってもう50年近く経っていて、こういうことは青天の霹靂だと仰いました。いろいろな問題がありますが、昨日、東大阪市に聞きました。広島市の国保の減免は国保世帯の1.5％です。東大阪市は9.43％。世帯数の10軒に1軒が減免を受けています。先ほど、恒常的に低所得者の方と言われましたが、今の時点で東大阪市はこういうことを考えていないと聞きました。ですから私は、広島市にはいろんな面から下に合わせるのではなくて、広島市はここで踏ん張ってもらって全国の44条を広島市に揃えていただきたい。広島市には政令市のリーダーをとっていただきたいと思います。

　保険料にももろもろあります。前期高齢者にも出しています。いわば自己責任ではなくて保険間の相互扶助制度です。以前は国庫負担等でうめていたはずです。今の円グラフでも前期高齢者支援金という形で相当な金額が出ています。これは本来は税金、国がやることなんですよ。それと協会けんぽと組合健保と国保がありますが、年齢構成は協会けんぽは加入者の平均が36歳、国保は48歳か49歳、健保組合は32歳。ですから、組合健保や協会けんぽを卒業された方が国保へ入ってくるわけですから当然年長者が多いです。年長者は病気が多くなりますし、所得や収入が少なくなります。ですから、この制度を少しでも維持していただきたいと私は思います。
向井委員　　仰ることは良くわかるんですが、しかしながら、やはり共助をするとしても、その前に自助をしていただかないといけない。これをやらないと全部が潰れてしまうし皆保険そのものはもたないという危機にたっているという前提に立つと、そういう議論はないと私は思っております。

平本委員　　協会けんぽを卒業された方も国保に入っているんですよ。
向井委員　　わかってます。

都留会長　　この件に関して他の方はご意見ございませんか。
曽爾委員　　私もまさに協会けんぽを辞めて国保に入っているんですが、国保の負担は平均的には低いんですけれども、私はたまたま上の方ですが年間60万円くらい、月6万円くらいの保険料を払っているんですよね。協会けんぽや組合健保は半々でしたから、今の負担率からいけば非常に高いんですよ。もちろんいろんな所得層の方がおられますから国保の財政が厳しいのはわかります。ただ国保の保険料というのも随分ひどいなという感じを受けているという話をさせていただきたいのと、今の議論につきましては勉強不足でよくわかりませんが、いずれの財政も厳しいのであって、広島市がやろうとしている改正については私は賛成です。いろんな保険の会計が、なんとか改善するという努力をしていかないといけないので、その一環であればやむを得ないのではないかと思います。
都留会長　　今の曽爾さんの意見は、国保も十分に自助努力をしているけれども、そうであったとしても、今の財政状況では市の提案を認めなざるを得ないのではというご意見がありました。熊谷委員からはフォローをきちんとすること。私も賛成か反対かと言われれば賛成とは言い難いというか、ここはそういう決議の機関ではないと思いますけれども、では賛成なのかと言われれば、かなり厳しい内容だろうと思います。それから74年のときにこれがあったのは老人医療の無料化だとか、あと広島が突出しているのは原爆の医療があって窓口負担がない方が結構いらっしゃったという状況があると推察するわけです。他都市との比較で突出しているのはそういうことではないかと思われるんですよね。賛成か反対かは非常に心苦しいのですが、いかがいたしましょうか。市のご提案ということですが。
森川課長　　ここで決めていただく必要はございませんし、決議をする必要はございませんので。
都留会長　　そうですね。決議をする必要はないですよね。委員会では、財政状況から見れば市の意見は受け入れざるを得ないのであろうと、積極的にやるべきという意見もあるし、一方では反対もあると、そういうまとめ方でよろしいのではないでしょうか。では他にご意見はございませんか。では、そのようにまとめていただければと思います。他にご質疑はございませんか。
熊谷委員　　要望ですので回答は結構です。制度改正の中の新規事業の所の事務システムの件で確認だけさせてください。世帯証から個人証への変更に伴って3割の自己負担率をカードに明示して欲しいというお願いです。前回の会議での返答では、平成25年度中にシステム再構築を行うよう取り組んでいるので、その中でできるように今後検討していきたいとのことでしたので、時間があればその経過も聞きたかったのですが、ぜひ実現に向けて引き続き検討をお願いしたいと思います。
森川課長　　はい。検討しております。
熊谷委員　　それともう一点、当時の池本委員からご提案のあった、いわゆるつなぎの問題もありましたよね。要するに、例えば7月29日に新しく8月からの保険証が送られてきて、新しい保険証を持って7月29日に病院に行ったら、これは8月1日からだからだめだから保険証不携帯になりますよという話。この点もなるほどなと思いましたので、それも簡単な改修でできると思いますので、それも含めて対応をお願いしたいと思います。
都留会長　　それでは、25年度の予算案については、いろんな留保付きのご意見が出たというようなまとめ方にさせていただいて、次に、議事の3の第2期特定健康診査等実施計画（素案）の概要について、ご説明をお願いします。

松田課長　　それでは、資料2の第2期特定健診等実施計画（素案）の概要についてご説明いたします。概要の1ページをご覧ください。本市では、高齢者の医療の確保に関する法律に基づきまして平成20年3月に第1期の実施計画を策定し、20年度から特定健康診査等を実施してきました。高齢者の医療の確保に関する法律では、医療保険者は実施計画を5年ごとに定めるものとされていることから、今年度、第2期の実施計画を策定いたします。第2期の計画期間は25年度から29年度までの5年間とします。
　では、第1章の計画策定の背景です。1の広島市における生活習慣病に関する状況としましては、死亡原因では、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病が約6割を占めています。
　2の第1期における特定健診の実施状況ですが、平成20年度からの実施率の推移を見ますと13.0％から14.2％台となっており目標値には達していません。

　2ページをご覧ください。②の年齢別の実施率は全体では13.6％ですが、40歳代と50歳代の実施率は8％から10％台と低くなっております。

　③は昨年6月に市民2,000人を対象に実施しましたアンケート調査の結果です。特定健診の認知度をお聞きしましたところ、「よく知っている」と「少しは知っている」を合わせると53.4％でしたが、「知らない」と回答されている方も3分の1おられました。また、未受診の理由として特定健診を受けられたことのない方に理由をお聞きしたところ、「心配な時はいつでも医療機関を受診できるから」が38.1％と最も多い状況でした。

　④の特定保健指導実施率等の推移を見ますと、21年度以外は目標値に達していませんが、21年度以降の実施率は30％を超えています。
　⑤の特定保健指導の実施結果を検査値の変化から見てみました。21年度に特定保健指導を受け、23年度も引き続き特定健診を受診した2,047人について、平成21年度と23年度の検査値の平均値を比較致しました。その結果、ＢＭＩ、腹囲など、ほとんどの検査値は21年度に比べて23年度は改善していましたがＨｂＡ1ｃはやや悪化しています。

　特定保健指導等対象者の状況といたしましては、23年度に特定健診を受診された方のうち、生活習慣病治療中の方は37.8％、特定保健指導に該当する方は14.1％、特定保健指導には該当しない方は47.9％となっています。特定保健指導に該当されない方のうちでも、血圧や中性脂肪などの検査データで医療機関への受診が必要な方の割合は12.5％となっています。

　⑥の特定健診受診者に占めるメタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合は20年度は27.9％でしたが、23年度は25.4％と年々低くなっています。

　⑦の第1期でのメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率の目標は、20年度と比較して24年度は10％減少するよう設定しています。なお、23年度時点の該当者及び予備群の減少率は6.4％となっています。

　3ページをご覧ください。第2期の特定健診及び特定保健指導の実施に向け6つの課題を整理しました。①として、特定健診の実施率が低いため、多くの人が生活習慣病を早期に発見し予防する機会を逸していると考えられます。このため、特定健診の実施率を向上させる必要があります。

　②として、特定健診の認知度は依然低く、また、特定健診を受診することの重要性が十分に理解されていません。このため、生活習慣病に対する正しい知識や特定健診の重要性を広く周知する必要があります。

　③として、特に40歳代、50歳代の方が受診されていない状況が見受けられます。このため、休日健診やがん検診等、他の健診との同時実施など、特定健診を受診しやすい環境づくりに努める必要があります。

　④として、特定保健指導を受けた人は、これまでの生活習慣を見直すことで腹囲や血圧などの検査データに改善が見られていますが、特定保健指導の対象となっても利用する人が少なく、多くの人が生活習慣病予防につながっていないことが考えられます。このため、特定保健指導の実施率を向上させる必要があります。

　⑤として、特定健診の結果、肥満に該当すれば、生活習慣病のリスクの有無を判定して特定保健指導の対象となりますが、肥満に該当しなければ生活習慣病のリスクがあっても特定保健指導の対象とならないため、生活習慣病に進行する可能性があります。このため、肥満に該当しなくても生活習慣病のリスクがある人に対して保健指導または医療機関への受診勧奨をする必要があります。

　⑥として、特定健診を受診した人のうち、ほぼ4人に1人がメタボリックシンドローム又は予備群に該当しています。このため、メタボリックシンドローム該当者及び予備群を減少させる必要があります。
　第2章は第2期の実施計画の内容になります。1の目標についてですが、特定健診の29年度の実施率の目標値について、国は市町村国保の加入者は60％としていますが、広島県は45％としているため、本市では広島県と同じ値としたいと考えており、29年度までに各年度約6ポイントずつ上昇するよう定めています。
　特定保健指導の実施率の目標値は、国、県とも60％としており、本市でも同じ値とし各年度5ポイントずつ上昇するよう定めています。
　また、メタボリックシンドロームの該当者、予備群の減少率は国、県と同様、20年度と比べ29年度は25％減少するよう目標設定し各年度の目標値は設定しておりません。

　2の目標達成に向けての主な取組ですが、地域団体と連携し、広島市国民健康保険被保険者を含む地域住民の健診に対する理解を深めるとともに受診を働きかけます。

　二つ目として、昨年6月に実施したアンケートによりますと、健診の必要性の認識が薄いことがうかがえたため、あらゆる広報媒体及び機会を通じて生活習慣病の正しい知識や健診の必要性を訴えていきます。特に子どものころからの教育が重要であるため、教育委員会との連携のもと学校への出前授業を実施します。

　三つ目として、ショッピングセンターなどでの健診を実施するとともに、働く世代など、忙しくて医療機関を受診できない人のために、土曜日、日曜日の健診の拡大を検討いたします。

　また、特定健康診査とがん検診を同時実施することで多くの検査項目を一度に受診できることから特定健診とがん検診の同時実施を拡大します。
　四つ目として、生活習慣病の早期発見及び重症化予防のために必要な検査項目を検討し、検査内容の充実を図ります。来年度は、自覚症状の乏しい慢性腎臓病の早期発見に役立つとともに生活習慣病の一つである糖尿病性腎症の重症化予防にもつながる血清クレアチニン検査を追加したいと考えております。
　五つ目として、特定健康診査の未受診者に対しハガキや電話による受診勧奨を実施いたします。

　六つ目として、特定保健指導では、特定健診を実施した日にすべての検査結果を受診者に対し提示することができる医療機関において、受診者の同意を得たうえで特定保健指導が開始できるよう検討いたします。

　最後に、特定保健指導対象外であってもリスクがある方に対する保健指導や医療機関への受診勧奨について検討したいと考えております。
　4ページをご覧ください。3の特定健診及び特定保健指導の対象者数は、広島市の国民健康保険の被保険者のうち40歳以上75歳未満の方になりますが、20年度から23年度の平均伸び率や平均出現率等を基に年度別の対象者数の見込みを算出しております。
　4の実施内容の新たな取り組みとして主なものを紹介します。特定健康診査の③健診項目ですが、ウの、その他市長が必要と認める健診項目として、先ほどご説明しました血清クレアチニン検査を追加したいと考えています。

　特定保健指導では、③実施機関として、動機付け支援の実施場所は、これまで各区保健センター等で実施してきましたけれども、第2期では実施機関について検討したいと考えております。

　計画の説明は以上でございますが、詳しい内容につきましては別冊で配付しております実施計画素案の本書をご覧いただければと思います。なお、この素案については、本日のご意見を踏まえまして必要な修正を行い、3月中に実施計画として策定したいと考えております。

都留会長　　今までと違う所をもう一度確認しますと、検査内容に独自のものを付け加えたということでしょうか、今回の一番の目玉は。腎臓病予防とか魅力ある検査内容ということですよね。
松田課長　　生活習慣病の重症化予防の観点からも必要だと考えまして追加したものと、引き続き啓発に力を入れていかなければと考えておりますので、ショッピングセンターでの実施ですとか、子どもさんへの出前授業であるとか、そういう啓発の部分と環境整備ですね、従来からも実施していましたけれども引き続き実施していきたいと考えております。
　また、目標達成に向けての主な取り組みの6つ目に説明しましたのですが、国でも検討されているものですが、これまでは結果が出ないと特定保健指導は実施できなかったのですが、健診当日に結果がある程度わかる所で、条件が整えば初回面接をする方向で国も検討していることから、国の動きを見ながら本市も検討していきたいと考えております。
都留会長　　新しい委員の方がおられますので、毎回、なぜ広島が低いのかということになっていろんな意見が出ているという状況です。ですから新しい委員の方も、こういう点が不便であるとか、ぜひご意見があればお聞かせ下さい。

小田委員　　あれだけ医療機関があって行かないことはないと思うんですよね。私くらいの年齢は随分行ってますけれども、若い人が行ってないのかどうかですよね。
都留会長　　それについても分析があるんでしょうか。
松田課長　　概要版の2ページでも抜粋して書かせていただいておりますが、23年度を見ましても、40歳代、50歳代は平均よりも低い実施率になっていまして、60歳を超えて実施率が上がっているということになりますが、一番高い70歳から74歳でも17.3％とかなり低い状況にはあります。未受診の理由をお聞きしましたところ、先ほど小田委員も言われましたように、広島市は全国的にみても医療機関を身近に感じておられるという地域で、必要なときにはいつでも医療機関を受診できるという答えが圧倒的に多いということが大きな要因かと考えております。
向井委員　　ちょっと前に都道府県のが出ましたよね。そうすると非常に医療機関が多くて大都市の東京都が44％くらいなんですよね。広島県が20％を割る状況で。そういう意味から言うと、例えば東京に行って、どのようにやってるんですかと聞いたことがありますか。多分あるんだろうと思うんですが、例えば安芸高田だったら良く行っていると、広島は人が多いからと言ってたんですが、東京が44％もあったらそんなことは言っておれないんですよね。特に、地域のあれは東京には非常にないですからね。そういう面から言うと何かが足りないことは間違いないんですよね。行かない人に聞いても行かない人はいろんなことを言うわけですよ。協会も、最初に聞いたときに、自己負担が高いということで無料検診をやってもそんなには増えない。治療には行ってますと言うから、お医者さんと提携して治療中のデータを出してねという契約をしても利用券を持っていかない。無料健診のときは時間がいるからこの病院だったら常時自己負担なしですよと言ってもやらないと。要はやらない理由をいっぱい言うわけですよ。これでは絶対にどうにもならないわけで、やはり、本当によくやってる所があるわけですから、頭を下げて行ってやらないと。保健指導をやると医療費の適正化になることは間違いないんですよね。メタボのことをやればこれだけ減るというのが厚労省からも出ていますよね。そういう面から言うと、国保ももっとやらないといけないことがいっぱいあるんじゃないか。それを放っておいて、ただ上がりますというのでは困るわけです。
　やはり若いときからメディカルケアからヘルスケアに移っているわけですよね。そうしないと皆保険はもたないと。例えば歯科医師だったら広島は非常に医師が少ないんですよね。みんなにそんな考え方を持たすような広報をどうするのか、先進都市はどうやっているのか、少なくともずっとワーストワンを行くのは、いくらなんでもやっていないのと一緒なんですよ、言い方は悪いですが。そういうふうに思ってぜひしっかりやっていただきたい。我々もできることがあれば一緒にやりたいと思っておりますので。そういう面では、がん検診も一緒にやりましょうという話もあります。我々もそういうことをやっていますが、がんは住民健診で広島市に住んでいれば権利はあるわけですが、どうもそこが保険者ごとに分かれているというような感じもあると。特定健診そのものは当然ながら保険者の責任ですからやらないといけないんですが、がん検診などはそうではないわけですから。そういう面から言うと、どうやって環境を整えるか、受けやすい環境を整えるという面でもぜひご検討いただきたいと思います。
松田課長　　残念ながら東京には行ってはないのですが、状況をお聞きしたりはさせていただいています。都道府県であれば東京は都会でございますし、政令市であれば仙台市が圧倒的に高いという二つの特徴があります。やっておられる事を比べましたところ、ほとんど集団健診を仙台市はやってないにもかかわらず、ずっと前から実施率が高いという県民性、市民性があって高いのかなと思うことと、集団健診は広島市は4月から3月までずっと行っているのですが、東京の府中市にお聞きしたところ、期間を決めて3か月だけ健診するとか期間を決めているんですよ。それについては国も効果的な実施方法ということで、集中的な方が受診率向上に有意で効果あると。市民にとってみれば、集団健診をやっていることで、どこでも受けれることを狭めるのですが、大きくはそういう所が違うのかなという所があります。
　あと仙台市と広島市を比べたところ、特定健診受診者のうち、広島市では治療中の方が37％ぐらいなのですけれども仙台市は約半分が治療中の方です。ということは特定健診自体は治療中の方も受けることができるんですが、まだまだ広島は治療中の方が受けられていないのかと。ですから今年度、医療機関さんと薬局さんに、治療中の方でも受けることができるという情報提供をさせていただいたんですが、そういう効果もありまして24年度は23年度に比べ受診者が伸びているという状況もあります。治療中は受けなくていいと市民の方が思っておられることがありましたので、関係機関にも治療中の方にも声をかけていただきたいとお願いしたところです。
都留会長　　県民性と言われましたけれども、健康づくりの地域運動だとか、地域性だとか長野県が凄いとかありますよね。そういうことから言うと、一長一短で1年や2年で急に上がるというものではないのかなと思うんですがどうでしょうか。子ども時代からの喫煙教育や禁煙教育がそうですよね。子どもの前では吸えないし、子どもの時期から健康とは何なのかとか自分で健康を守るというような、もちろん早急な話として医療機関にどうするかとかもですが、もうちょっと地道な地域的な動きも、そういうのも学校機関とか、ここにも書いていますけれども健康な地域づくりなどのアイディアはどうでしょうか、悠長でしょうかね。

松田課長　　地域に関しましては、これまでは町内会にチラシを配っていただいていましたが、昨年度からは、今日も来ていただいてますが公衛協さんにご協力いただいてチラシを配布していただいたりとか、関係団体と連携を持った活動をしたり出前講座にも出向きまして、健診の内容や必要性を説明することを昨年度から始めている状況でございます。あと、学校については、中学校の方にはお手紙というか特定健診についてという健康づくりのチラシを皆さんに配布したことと、小学校では出前授業で健康づくりと健診の必要性ということで、お母様やお父様に持って帰ってもらえるようなメッセージを書いていただく事業を始めたところです。
　

永野委員　　学校においては学習指導要領が変わりましたので、自分の体や健康について考えるというのは小中高において大きく触れられている所なんですよね。私どもの関係で言えば薬物の濫用防止であったり薬の適正使用であったり、子どもたちの健康に携わっていこうという形になっていると思うんですよね。実際こういう話をすれば、教えるということが一番なんですが教えられた人間が果たしてできるかできないかという問題ですよね。今日も理由がいっぱい書いてあって、することが書いてあるので、できることとできないことをなんでもやっていかないとしょうがないというのは当たり前ですよね。
　私なんか年をとって考えると割合に年寄りは病院に行き慣れているんですよ。行き慣れていると行こうかというのは簡単なんですが、30歳、40歳、50歳前というのはなんとなく病院に行く機会が少ない。会社の健診にかかるくらいで。腹の中は行きたくないというのがあると思うんですよ。検査するといつも悪いのが出てくるというイメージがあるのかなと。うちの婿がこの前胃カメラを飲んだんですが、死ぬ思いで飲んだと言うんですよ。今頃の胃カメラは死ぬ思いの胃カメラではないよと言うんですが、胃カメラを飲むこと自体が、次に胃がんを心配しているのかどうか知りませんが。
　確かに、ここの場においても料金の問題も過去に何回も話が出ましたよね。だけど考えてみると、医師会の先生がいらっしゃいますけども、ＣＴが1回いくら、ＭＲＩが1回いくら、ましてやＰＥＴ健診であればいくらかかるのかと考えたら、1千円が2千円がという話ではないんではと思う。それくらいは何でもないので、ここでやっておくべきことだなという方向を作り出していかないと受ける人は増えないと思う。
都留会長　　苦しいけども、行ったらこんなメリットがあるよとか。

永野委員　　こんな良いことがあるよということが見えればいいんですよ。ところが、こういう特定健診を進めていけば医療費が下がっていくだろうというのが腹の底にくっついているんですよ。そんなことは被保険者はまったく関係ないことですからね。いろいろあるのは当然ですが、すべからくできることをとにかく細かく進めていくのが一番重要かなと考えます。
熊谷委員　　結局その話をしていくと、突き詰めていくと、前回も少しそういう議論になりましたけれども、いわゆるインセンティブの話がどうしても出て来ざるを得ない。これが良いか悪いかは考えてみないといけませんが、よく考えてみますと、私の誤解なら訂正していただきたいのですが、例えば企業にしても自治体にしても目標の到達度が基準値を下回った場合には後期高齢者医療制度への財政負担の軽減とかそういった措置がありますよね。

森川課長　　今のところ、ペナルティは広島市は課されない状況ですが制度としてはあります。

熊谷委員　　制度としてあるということはペナルティがあるんですよね。企業なり自治体がそれを背負い、ひいては加入者、被保険者へのペナルティになっているわけで、そういう制度は現にあるわけですよね。ということは、もう少し広げていくということも、いつかは考えざるを得ないかなと思うのが総論として一点。ただ、それは最後の最後の手段になるので、もう少し身近な事で言えば、関係機関の連携は非常に大事なことで、特定健診だけでなくて、広島市の保健医療課が中心に広島市地域保健職域保健連絡推進協議会というところで作っているわけですが、ここには特定健診と節目年齢歯科検診と広島市のがん検診を3つ挙げて、こういうパンフレットを作って歯科医師会では全医療機関に配っているわけですが、特定健診であれば広島市の国民健康保険加入者は広島市保健医療課へ、健康保険組合加入者はご加入の健保組合へ、協会けんぽ加入者は協会けんぽ広島支部へというのを作って、健診というひと括りで攻めていくというか窓口を広げるということは大事なことだと思うんです。
　そういった意味で、広島市のホームページを見てみたんですが、広島市のホームページの入口を見てみると、いろんなアイコンがある中で、例えば健康･福祉･子育てという所があって、その下に健康･検診･医療などとあるのでそこをクリックしてみると、健診･健康などの中にがん検診、健康診断･検査、歯科健診と3つある。では特定健診は健康診断だろうと思ってクリックすると、そこにあるのはエイズのなんとかとか女性の休日検診とか肝炎ウィルスの検査とか出てくる。実は、特定健診はもっと一番上の健康･福祉･子育てとは別の国民健康保険という所から入っていかないと特定健診にたどり着かない。特定健診があるらしいから行ってみようかと思っても、だれも国民健康保険をクリックする人はいないわけで、普通は検診の所に行くんですけれど、そういう所からセクショナリズムがホームページに現われているような気がします。そういった所も可能なことであれば対応していただいて、これですぐに増えるかどうかは別にして、もう少し検討に値するのかなとたまたま今思いましたので発言をさせていただきました。
向井委員　　今熊谷委員から言われたように、例えば保険者別に特定健診をやっているんですが、市の方を見たら国保だけやっていて協会けんぽはやっていないと。だからみんなが県民全部が今仰ったような形でできるように行政は考えてもらわないと、行政イコール国民健康保険では困るわけですよ。先ほど平本委員が仰ったように、我々が例えば重症化予防をするのは、重症化した人を国保に送りたくないわけですよ。そういう意味でやかましく治しなさいと言っているわけですよね。だから今度、呉と提携をしますが我々と手を組んでこういう形でやりましょうと。それが当然の権利というよりも義務でして、ぜひ広島市も、そういう形で全部の保険者が一緒にやるんだという形で、同じ住民ですからやっていただきたいと思います。
都留会長　　そうですね。今の意見は賛成ですね。

松田課長　　ホームページにつきましては、部署が保険年金課と保健医療課とに分かれているのですけれども、私、保健医療課と保険年金課の兼務でして、ホームページもがん検診の中に特定健診を入れているのですが。

　
熊谷委員　　今見てみましたけれども、国民健康保険の下に入っている特定健診は非常に詳しく書いてありました。健康･健診･医療などの次に健診･検査などとあって、がん検診、健康診断･検査、歯科健診とあって、真ん中の健康診断･検査をクリックすると、エイズに関する相談とか、女性の休日検診、一般健康診断、肝炎ウィルス検査とあります。当然、その中の一般健康診断をクリックすると、「平成25年3月31日をもって南保健センター及び西保健センターで実施している健康診断を廃止します」と書いてある。
松田課長　　一般健診ではなくてがん検診のところにあるのですが。

　

熊谷委員　　だからそういう所がおかしいと。最初にすっと出るようにしないと。
松田課長　　そうですね、はい。わかりました。

都留会長　　だから、そのようなことも含めて、行政としてアクセスしやすい情報と、インセンティブよりも魅力の方がいいんじゃないですかね。

熊谷委員　　ペナルティというよりも、受けたらこんな良いことがありますよという方がいいと思います。

都留会長　　そういうことで、伝家の宝刀がないような感じなので、いろんなものを組み合わせながらやっていくしかないのではないでしょうか。それで国保だけでなくて他の所の健診も進めば、全体として地域住民の意識が進むということですよね。そのような方向で広島市も考えていただきたいということでよろしいでしょうか。皆様方もいろんな意見が、例えば尼崎などが良いことをやっているという情報を友人から聞いておりますので、そのような情報も委員から市の方に上げていけたらと思いますが、よろしいでしょうか。では第2期の特定健康診査実施計画素案の概要については、皆さんのご賛同が得られたということで、よろしくお願いします。

　では以上を持ちまして、本日の国民健康保険協議会は終了して。
平本委員　　その他ということでいいでしょうか。
都留会長　　では、その他ということで、平本委員から。
平本委員　　国保の概要の61ページを一番下にコピーしています。差押状況という表が、年度で言うと19年、20年、21年、22年、23年がありまして23年度1,394件の差押が実行されています。差押えを少なくしてほしいということで私は声を出したんですけれども悪質な人についてはやりますと。委員の方からも何人かは滞納処分はやむを得ないという方もおられました。この普通預金のコピーがありますよね。これで給料が振り込まれたその日に全額を差押えられているんです。2年間国保料を払えなくて滞納ということなんですが、この方は40歳代の母子家庭の方で、20歳代のお子さんがいらっしゃいますが精神的に不安定で働けなかったんですが、今は働きに出られていてなんとか生活しています。3人所帯です。こういった場合はどうやって生活するんですかね。これ書いてありますけれども、「ニシクヤクシヨサシオサエ」ということですけれども。今日は弁護士さんもいらっしゃるので、私が間違っていたら指摘していただきたいと思いますが、民事であれば裁判所で提訴して、判決が確定して差押えされると思うんです。そのときでも生活費は基本的には差押えできないと思っているんですけれども、行政が差押えするということが国税徴収法にもあるようなんですけれども、普通は裁判所で差押えされるのが本来の筋なんですけれども、行政が職権で行うということは、よく考えていただかないと、市役所は市民が暮らしていけるようにやっていただいて、この場合でも全額とは言わなくても、いろいろな経過があったと思いますが5千円とか1万円とかになれば、大変だなあとか相談しようかという気にもなるかと思います。こういったように全額差押えというのは皆さんはどのようにお考えでしょうか。また広島市のお答えもお聞きしたいと思いますが。この方は生活できないので次の日に借金しました。いわば借金で払ったという格好です。以上です。
向井委員　　協会も同じように、資格喪失後受診が広島だけで月に2,000件くらいあるんですよ。要は資格がないのに保険証を返さずに医療機関で使われてというのが2,000件くらいあって、非常に溜まるわけです。当然まずは文書で返してくださいという話をするわけです。2回目には電話をすると。電話で出ないと弁護士さんの名前で催告状を送ると。それでもだめなら支払督促とか裁判にかけると。そこまでになると、大体がそれでは1万円払いましょうとか千円払いましょうとか、年金生活だから2月ごとに払いましょうと。そういうことを仰れば差押にはいかないのですが、そこまでやっても裁判所にも出てこない、まったく無しのつぶてというのが多いんですよね。そういうときに我々は強制執行すると、当然そういうことなので。この件がどういう状況かわかりませんが、1年くらいかけて電話もかけるし訪問もするし、その上裁判にもかけてやると。うちだったら、その結果でこういうことがあったからというのは、今まで何回も機会があったのに出て来なかったのが悪いと、そのように思います。
都留会長　　この場合はどうかわかりませんが、市もそういうことをやられたわけですよね。
森川課長　　ここだけを取り出されても状況がわからないので、このケースについては言えませんが、通常は納期を過ぎると督促状を出します。それから50日経つと催告状を出します。それから電話連絡をしたり再度文書を出します。現在、差押件数は増えていますが、では滞納されているのですぐに差押えるということではないです。とにかく連絡をとっても分割納付にも応じないという方については、それもいきなり差押えるのではなくて、差押予告書を出して、区役所に来られれば分割でという相談もしており、ですからいきなり給料を全部差押えということはないはずです。
都留会長　　どうなんでしょうかそのあたりは。

平本委員　　この方とお話をしたんですけれども、これは2年分です。弁明書を郵送しているということなんですけれども、いわゆる内容証明ではないのでわかりませんが、国民健康保険証を見ればどの方がいらっしゃるかはわかるわけです。それで収入状態とかもろもろがわかれば、この保険料を1万円でも差押えしてでも、これ方法論ですよ、差押えはしてもらいたくはないけれども、銀行から行って1万円でも差押したんじゃねということもあり得ると思うんです。とにかく全額というのは行政としてはまずいと思います。住民の命と暮らしを守るというのが地方自治法にも書いてあると思うんです。これでは借金する以外にないじゃないですか。あまりにもひどいと思いますよ。裁判所の差押えでも生活費程度は残して差押えです。裁判所でも生活費ぐらいは残します。ここが抜けていると思うんです。
向井委員　　仰ることは良くわかるんですが、基本的には呼び出しにも応じないしまったく連絡もとれない。自分の権利ばっかり言って義務を果たさないのはやっぱりおかしいと。常識から言うとそういうことだろうと思いますね。平本さんが言われることもよくわかるんですが、やはり自分が保険を使っているとしたら、当然、保険料を払ってからそういう権利が出るはずなんですよね。そこを、権利だけ言って義務を果たさずに、困ったら、そういうような手紙が行ったり電話がいって、では3千円でも1千円でも払いましょうという人は、行政が全額を差押えるということはないと思いますね。やはりその前に、自分が何をしなければならないかをしっかり考えていくようにしないと、ただごねた方がいいんだという社会は持たないですから、やっぱりおかしいと思います。これが正しいというのではないですが、やむを得なかったのかと思います。

都留会長　　材料がちょっとわかりませんよね。ここで委員が言うことは、今、向井委員が言われたように、やはり手続きを踏むということをきちんとして、それから市民がどういう状況にあってそういう状況になるかということですよね。その上で差押えをするにしても何段階かというのがあると思うんですけれども、どうでしょうか。

森川課長　　もちろん、負担の公平性から言っても払っていただくものは払っていただくようにと。ではなんでもかんでもというのではなくて、きちんと手続きを踏んで、また相談には誠意をもって応じていきたいと思います。
都留会長　　そういった所をきちんとやっていくということでよろしいでしょうか。

平本委員　　以前、局長さんと課長さんがこういう答弁をしているんですよ。もしも違っていたら言ってください。いろいろやって連絡がつかず保険料の滞納が100万円を超える場合については、やむを得ず差押を実行するとお聞きしています。この方の滞納総額は28万4,410円です。以前は100万円を超えるものと仰ってませんでしたか。
森川課長　　それはないです。例えば、今、区役所で差押行っていますが、100万円を超えるような高額滞納者に対しては保険年金課に特別対策班というのがあってそこが対応することはありますが、何万円以上なら差押えをするとかしないという取り決めはしておりません。繰り返しになりますが、納付に誠意がなく所得があっても納付折衝に応じない方には差押えを行っております。
平本委員　　今後も給料日に全額差押えをされますか。
原田次長　　この事情がどういう事情かということがわかりませんが、国民健康保険料の収納率というのは約87％と非常に低いという状況があります。もちろん片っ端から差押えをしていけばもっと収納率は上がると思いますけれども、差押えをしているのは、納付折衝にも応じない人について、しかもある程度資力ある場合について差押えを積極的にやっていると認識しております。今後とも広島市としては必要な滞納整理をやってまいります。

平本委員　　平成19年度から23年度にかけて差押件数が多くなっている。ということは、増えている要因としては、話し合いをしない人が多くなっているということで差押えが増えているという理解でいいでしょうか。
原田次長　　差押えを積極的にやっていくようしております。職員もだんだんと要領も良くなっておりまして件数もたくさんできるようになっております。もちろん、差押えをするのは滞納のうちのごく一部でございます。

都留会長　　ごく一部ということは、収入のごく一部ということで。　
森川課長　　その中で、すべてをしているわけではないですので。
都留会長　　よろしいでしょうか。では、他にご意見がなければ、以上をもちまして平成24年度第2回の国民健康保険運営協議会を閉会致したいと思います。お疲れさまでした。　
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